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(57)【要約】
【課題】構造の単純化、高性能化、小型集積化、設計の
容易化、低消費電力化、低コスト化を実現可能なマイク
ロ波・ミリ波帯のＵＷＢのパルス無線通信装置を提供す
る。
【解決手段】短時間動作により負性抵抗を生ずるマイク
ロ波トランジスタ１と共振キャビティ構造を備える放射
型発振器基板Ｓ１によって放射型発振器を構成し、マイ
クロ波トランジスタ１の短時間動作により生ずる負性抵
抗と共振キャビティの構造に基づいて定まる発振周波数
・周波数帯域幅の高周波パルス信号を送信ＲＦ信号とし
て発生させると同時に空間へ放射し、外部の無線通信装
置より到来する受信ＲＦ信号が放射型発振器に入射する
ときに、放射型発振器を発振動作させておき、放射型発
振器自身によるミキシングによりＩＦ信号を取得するこ
とに基づいて、受信データ信号を得る。
【選択図】図１
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　共振キャビティに負性抵抗を発生するように３電極高周波増幅素子を集積化させるとと
もに、電磁波を空間へ放射するアンテナ機能を共用させるように放射型発振器を構成し、
　送信データ信号に基づいて、前記３電極高周波増幅素子を短時間動作させることにより
短時間の負性抵抗を得て、この負性抵抗と前記共振キャビティの構造に基づいて定まる発
振周波数・周波数帯域幅の高周波パルス信号を発生すると同時に空間へ放射し、
　この空間へ放射した高周波パルス信号が送信ＲＦ信号であり、
　外部の無線通信装置より到来した受信ＲＦ信号が前記放射型発振器に入射するときに、
前記放射型発振器を発振動作させておき、前記放射型発振器自身によるミキシングにより
ＩＦ信号を取得することに基づいて、受信データ信号を得るようにしたことを特徴とする
パルス無線通信装置。
【請求項２】
　前記放射型発振器の３電極高周波増幅素子における３電極は、被制御電流流入電極と被
制御電流流出電極と制御電極であり、
　前記被制御電流流入電極または被制御電流流出電極にモノパルス信号を供給し、このモ
ノパルス信号自体の電力を電源電力として短時間の負性抵抗を得るようにし、
　前記被制御電流流入電極とモノパルス信号の給電路との間にＩＦ帯負荷手段を挿入し、
そのＩＦ帯負荷手段と被制御電流流入電極との間より前記ＩＦ信号を取り出すか、あるい
は、前記被制御電流流出電極とモノパルス信号の給電路との間にＩＦ帯負荷手段を挿入し
、そのＩＦ帯負荷手段と被制御電流流出電極との間より前記ＩＦ信号を取り出すように構
成したことを特徴とする請求項１に記載のパルス無線通信装置。
【請求項３】
　前記放射型発振器の３電極高周波増幅素子における３電極は、被制御電流流入電極と被
制御電流流出電極と制御電極であり、
　前記制御電極にモノパルス信号を供給することで、短時間の被制御電流が流れるように
して短時間の負性抵抗を得るようにし、
前記被制御電流流入電極と直流電源の給電路との間にＩＦ帯負荷手段を挿入し、そのＩＦ
帯負荷手段と被制御電流流入電極との間より前記ＩＦ信号を取り出すか、あるいは、前記
被制御電流流出電極と直流電源の給電路との間にＩＦ帯負荷手段を挿入し、そのＩＦ帯負
荷手段と被制御電流流出電極との間より前記ＩＦ信号を取り出すように構成したことを特
徴とする請求項１に記載のパルス無線通信装置。
【請求項４】
　前記放射型発振器にモノパルス信号発生回路を集積化したことを特徴とする請求項２又
は請求項３に記載のパルス無線通信装置。
【請求項５】
　発振動作中およびミキシング動作中の前記放射型発振器の３電極高周波増幅素子が有す
る直流からＩＦ帯における増幅利得により、ＩＦ信号を増幅するようにしたことを特徴と
する請求項１～請求項４の何れか１項に記載のパルス無線通信装置。
【請求項６】
　前記送信ＲＦ信号の高周波パルス信号にパルス列パターンを設定し、前記放射型発振器
自身を相関器として用いたことを特徴とする請求項１～請求項５の何れか１項に記載のパ
ルス無線通信装置。
【請求項７】
　前記受信ＲＦ信号が前記放射型発振器に入射するときに、その受信ＲＦ信号の高周波パ
ルス信号の周波数に対し、それとは異なる任意の周波数で前記放射型発振器を発振動作さ
せるようにしたことを特徴とする請求項１～請求項６の何れか１項に記載のパルス無線通
信装置。
【請求項８】
　前記放射型発振器の放射面から適宜距離を隔てて配置され、所要周波数の電波を選択的
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に濾波する周波数選択性濾波手段を備えたことを特徴とする請求項１～請求項７の何れか
１項に記載のパルス無線通信装置。
【請求項９】
　前記放射型発振器の放射方向側に、放射する高周波パルス信号の周波数より低い周波数
の不要信号成分の漏洩を防止する接地導体構造を設けたことを特徴とする請求項１～請求
項８の何れか１項に記載のパルス無線通信装置。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、超広帯域（ＵＷＢ：Ｕｌｔｒａ　ＷｉｄｅＢａｎｄ）のインパルス型の無線
データ送受信装置に関し、特に、複雑な回路構成を嫌うマイクロ波・ミリ波帯の装置にお
いて構成単純化、低コスト化、高性能化を実現する技術に関する。
【背景技術】
【０００２】
　近年注目されている通信技術として、ＵＷＢ技術がある。この技術は、極めて広い周波
数帯域を使うものの、電力スペクトル密度が非常に小さいため、すでに使用されている周
波数を共用することができる利点がある。また、数百ピコ秒以下の短いパルスを使うこと
で、高速なデータ伝送を行うことができる利点がある。
【０００３】
　従来のマイクロ波・ミリ波帯ＵＷＢ技術におけるパルス無線通信装置は、パルス信号発
生器や広帯域フィルタや広帯域アンテナをそれぞれ伝送線路にて接続した構成となってい
る（例えば、非特許文献１，非特許文献２を参照）。
【０００４】
【非特許文献１】Ｉａｎ　Ｇｒｅｓｈａｍ，　“Ｕｌｔｒａ－Ｗｉｄｅｂａｎｄ　Ｒａｄ
ａｒ　Ｓｅｎｓｏｒｓ　ｆｏｒ　Ｓｈｏｒｔ－Ｒａｎｇｅ　Ｖｅｈｉｃｕｌａｒ　Ａｐｐ
ｌｉｃａｔｉｏｎｓ”，　ＭＴＴ　ＶＯＬ．５２，　Ｎｏ．９，　ｐｐ．２１１１－２１
１３，　Ｓｅｐ．　２００４
【非特許文献２】Ｙｏｉｃｈｉ　Ｋａｗａｎｏ，Ｙａｓｕｈｉｒｏ　Ｎａｋａｓｈａ，Ｋ
ａｏｒｕ　Ｙｏｋｏｏ，Ｓａｔｏｓｈｉ　Ｍａｓｕｄａ，Ｔｓｕｙｏｓｈｉ　Ｔａｋａｈ
ａｓｈｉ，Ｔａｔｓｕｙａ　Ｈｉｒｏｓｅ，Ｙａｓｕｙｕｋｉ　Ｏｉｓｈｉ，ａｎｄ　Ｋ
ｉｙｏｓｈｉ　Ｈａｍａｇｕｃｈｉ，　“Ａｎ　ＲＦ　Ｃｈｉｐｓｅｔ　ｆｏｒ　Ｉｍｐ
ｕｌｓｅ　Ｒａｄｉｏ　ＵＷＢ　Ｕｓｉｎｇ　０．１３μｍ　ＩｎＰ－ＨＥＭＴ　Ｔｅｃ
ｈｎｏｌｏｇｙ”，　ＭＴＴ－Ｓ　Ｉｎｔ．　Ｍｉｃｒｏｗａｖｅ　Ｓｙｍｐ．　２００
６　Ｄｉｇｅｓｔ　ｐｐ．３１６－３１９
【０００５】
　これら非特許文献１あるいは非特許文献２に記載された従来のＵＷＢ技術におけるパル
ス無線通信装置のアンテナは、送信用アンテナと受信用アンテナを別に設けたたり、送受
共用アンテナとしてスイッチにより送受切り替えを行うようにしたものである。また、こ
れら従来のＵＷＢ技術におけるパルス無線通信装置の高周波パルス信号の発生については
、ベースバンドパルス信号（ベースバンド信号に応じて発生させるモノパルス信号やステ
ップ信号）の周波数成分のある部分のみを超広帯域フィルタ回路によって通過させる方法
、または、ＣＷ信号発振回路の出力を高速ＲＦスイッチにて通過／阻止させるような変調
を行う方法で構成されている。
【０００６】
　一方、伝送線路や共振回路をアンテナで代用した高周波パルス信号発生装置も提案され
ている（例えば、特許文献１，特許文献２を参照）。
【０００７】
【特許文献１】特開２００４－１８６７２６号公報
【特許文献２】特開２００７－１２４６２８号公報
【０００８】
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　これら特許文献１あるいは特許文献２に記載された高周波パルス信号発生装置は、伝送
線路や共振回路であるアンテナに電荷を充電し、高速のスイッチ等を用いてその電荷を急
速に放電させる方式である。この急速な放電により発生する高周波成分のうち、共振回路
であるアンテナの共振周波数帯の周波数成分が放射される。
【発明の開示】
【発明が解決しようとする課題】
【０００９】
　しかしながら、上記非特許文献１あるいは非特許文献２に記載された発明では、パルス
信号発生器や広帯域フィルタや広帯域アンテナをそれぞれ伝送線路にて接続した構成であ
るため、伝送線路の伝送損失が問題になることに加えて、複雑な回路構成を嫌うマイクロ
波ミリ波帯の装置にとって望ましい構成ではない。
【００１０】
　また、上記非特許文献１あるいは非特許文献２に記載されている発明の装置構成では、
装置内部のフィルタや増幅器やＲＦスイッチなど種々の回路それぞれに超広帯域特性が求
められる。例えば、パルス発生回路とフィルタ回路を伝送線路で接続する場合、それぞれ
の回路の入出力反射係数や接続部の反射係数が広帯域にわたって十分小さくないと、それ
ぞれの回路間で多重反射が生じてしまう。さらに、それぞれの回路の郡遅延特性が広帯域
にわたって平坦でないと、パルス波形に歪が生じてしまう。よって、このような超広帯域
回路設計は、狭帯域回路設計に比べて困難であり、個々の回路全てに超広帯域特性が求め
られるような装置は高コストになってしまう。
【００１１】
　しかも、上記非特許文献１あるいは非特許文献２に記載されている発明では、高周波パ
ルス信号発生器と超広帯域アンテナとを伝送線路にて接続する構成であることから、伝送
線路のインピーダンス（一般に５０Ω）から空間インピーダンスへインピーダンス変換す
るため超広帯域アンテナが必要となり，そのアンテナの反射係数が超広帯域にわたって十
分小さくないと、伝送線路の接続部において多重反射が生じてしまう。このような超広帯
域特性をもつアンテナとして，テーパー構造非共振系アンテナや多共振系アンテナが用い
られるが、テーパー構造非共振系アンテナのテーパー部は波長に比べて長い寸法が必要な
ために大型とならざるを得ず、装置全体の集積化には不利であり、多共振系アンテナを用
いることは、群遅延特性の観点から望ましくなく、その構造も複雑になりやすい。
【００１２】
　加えて、上記非特許文献１に記載されている発明のように、ＣＷ信号発振回路の出力を
高速ＲＦスイッチにて通過／阻止させるような変調を行う方法は、不要なＣＷ信号の漏洩
が本質的に存在するため、ＵＷＢ通信の応用においては不利である。また、ＣＷ信号発振
回路が動作しているため、消費電力の観点からも不利である。
【００１３】
　また、上記非特許文献２に記載されている発明のように、ベースバンドパルス信号（ベ
ースバンド信号に応じて発生させるモノパルス信号やステップ信号）の周波数成分のある
部分のみを共振器やフィルタ回路によって選び、通過させる方法は、通過しない周波数成
分のエネルギーが無駄な損失になりやく、パルス信号発生器に超高速性が求められ、高コ
ストになりやすい。
【００１４】
　また、特許文献１あるいは特許文献２に記載された発明は、放射させる高周波信号成分
を発生させるために極めて高速に動作するスイッチ等の回路が必要であり、スイッチのド
ライバにも高速性が求められ、回路が複雑化しやすい。また、受信機能が無いため、通信
を行う場合は、受信アンテナや送受切り替えスイッチ、受信回路などを別途に構成する必
要がある。
【００１５】
　そこで、本発明は、構造の単純化、高性能化、小型集積化、設計の容易化、低消費電力
化、低コスト化を実現可能なマイクロ波・ミリ波帯のＵＷＢのパルス無線通信装置の提供
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を目的とする。
【課題を解決するための手段】
【００１６】
　前記課題を解決するために、請求項１に係るパルス無線通信装置は、共振キャビティに
負性抵抗を発生するように３電極高周波増幅素子を集積化させるとともに、電磁波を空間
へ放射するアンテナ機能を共用させるように放射型発振器を構成し、送信データ信号に基
づいて、前記３電極高周波増幅素子を短時間動作させることにより短時間の負性抵抗を得
て、この負性抵抗と前記共振キャビティの構造に基づいて定まる発振周波数・周波数帯域
幅の高周波パルス信号を発生すると同時に空間へ放射し、この空間へ放射した高周波パル
ス信号が送信ＲＦ信号であり、外部の無線通信装置より到来した受信ＲＦ信号が前記放射
型発振器に入射するときに、前記放射型発振器を発振動作させておき、前記放射型発振器
自身によるミキシングによりＩＦ信号を取得することに基づいて、受信データ信号を得る
ようにしたことを特徴とする。
【００１７】
　また、請求項２に係る発明は、前記請求項１に記載のパルス無線通信装置において、前
記放射型発振器の３電極高周波増幅素子における３電極は、被制御電流流入電極と被制御
電流流出電極と制御電極であり、前記被制御電流流入電極または被制御電流流出電極にモ
ノパルス信号を供給し、このモノパルス信号自体の電力を電源電力として短時間の負性抵
抗を得るようにし、前記被制御電流流入電極とモノパルス信号の給電路との間にＩＦ帯負
荷手段を挿入し、そのＩＦ帯負荷手段と被制御電流流入電極との間より前記ＩＦ信号を取
り出すか、あるいは、前記被制御電流流出電極とモノパルス信号の給電路との間にＩＦ帯
負荷手段を挿入し、そのＩＦ帯負荷手段と被制御電流流出電極との間より前記ＩＦ信号を
取り出すように構成したことを特徴とする。
【００１８】
　また、請求項３に係る発明は、前記請求項１に記載のパルス無線通信装置において、前
記放射型発振器の３電極高周波増幅素子における３電極は、被制御電流流入電極と被制御
電流流出電極と制御電極であり、前記制御電極にモノパルス信号を供給することで、短時
間の被制御電流が流れるようにして短時間の負性抵抗を得るようにし、前記被制御電流流
入電極と直流電源の給電路との間にＩＦ帯負荷手段を挿入し、そのＩＦ帯負荷手段と被制
御電流流入電極との間より前記ＩＦ信号を取り出すか、あるいは、前記被制御電流流出電
極と直流電源の給電路との間にＩＦ帯負荷手段を挿入し、そのＩＦ帯負荷手段と被制御電
流流出電極との間より前記ＩＦ信号を取り出すように構成したことを特徴とする。
【００１９】
　また、請求項４に係る発明は、前記請求項２又は請求項３に記載のパルス無線通信装置
において、前記放射型発振器にモノパルス信号発生回路を集積化したことを特徴とする。
【００２０】
　また、請求項５に係る発明は、前記請求項１～請求項４の何れか１項に記載のパルス無
線通信装置において、発振動作中およびミキシング動作中の前記放射型発振器の３電極高
周波増幅素子が有する直流からＩＦ帯における増幅利得により、ＩＦ信号を増幅するよう
にしたことを特徴とする。
【００２１】
　また、請求項６に係る発明は、前記請求項１～請求項５の何れか１項に記載のパルス無
線通信装置において、前記送信ＲＦ信号の高周波パルス信号にパルス列パターンを設定し
、前記放射型発振器自身を相関器として用いたことを特徴とする。
【００２２】
　また、請求項７に係る発明は、前記請求項１～請求項６の何れか１項に記載のパルス無
線通信装置において、前記受信ＲＦ信号が前記放射型発振器に入射するときに、その受信
ＲＦ信号の高周波パルス信号の周波数に対し、それとは異なる任意の周波数で前記放射型
発振器を発振動作させるようにしたことを特徴とする。
【００２３】
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　また、請求項８に係る発明は、前記請求項１～請求項７の何れか１項に記載のパルス無
線通信装置において、前記放射型発振器の放射面から適宜距離を隔てて配置され、所要周
波数の電波を選択的に濾波する周波数選択性濾波手段を備えたことを特徴とする。
【００２４】
　また、請求項９に係る発明は、前記請求項１～請求項８の何れか１項に記載のパルス無
線通信装置において、前記放射型発振器の放射方向側に、放射する高周波パルス信号の周
波数より低い周波数の不要信号成分の漏洩を防止する接地導体構造を設けたことを特徴と
する。
【発明の効果】
【００２５】
　請求項１に係る発明によれば、共振キャビティに負性抵抗を発生するように３電極高周
波増幅素子を集積化させるとともに、電磁波を空間へ放射するアンテナ機能を共用させる
ように放射型発振器を構成し、送信データ信号に基づいて、前記３電極高周波増幅素子を
短時間動作させることにより短時間の負性抵抗を得て、この負性抵抗と前記共振キャビテ
ィの構造に基づいて定まる発振周波数・周波数帯域幅の高周波パルス信号を発生すると同
時に空間へ放射し、この空間へ放射した高周波パルス信号が送信ＲＦ信号であり、外部の
無線通信装置より到来した受信ＲＦ信号が前記放射型発振器に入射するときに、前記放射
型発振器を発振動作させておき、前記放射型発振器自身によるミキシングによりＩＦ信号
を取得することに基づいて、受信データ信号を得るようにしたので、構造が単純であり、
設計が簡易であり、小型集積化、低コスト化が容易である。
【００２６】
　この単純構造という特徴は、特性のばらつきを抑制し、製造上の高い歩留まりを確保す
る上で有利であり、高信頼性を確保する上でも有利である。特に、精密で微細な薄膜加工
技術を必要とするミリ波帯装置の製造においては、装置が単純構造であることが品質管理
上非常に有利となる。
【００２７】
　また、請求項１に係るパルス無線通信装置は、発振器、送信アンテナ、受信アンテナお
よびミキサが渾然一体となった構成であることから動作が非常に高速であり、ＵＷＢ装置
として高性能である。また、アンテナへの給電用伝送線路は存在しないことから伝送損失
が存在せず、ＤＣ／ＲＦ変換効率が高く低消費電力である。さらに、発振するのは極短時
間であり、トランジスタは間欠動作で短時間の電流を流すので、低消費電力である。
【００２８】
　さらに、請求項１に係るパルス無線通信装置は、放射ＵＷＢスペクトラムの中心にＣＷ
信号の漏洩（単一スペクトラム）が現れることが原理的に無いので、法律で決められたＵ
ＷＢ通信スペクトラムマスク内の帯域を有効利用できるという利点がある。
【００２９】
　また、ベースバンドパルス信号（ベースバンド信号に応じて発生させるモノパルス信号
やステップ信号）の周波数成分のある部分のみを共振器やフィルタ回路によって選び、通
過させる方法は、通過しない周波数成分のエネルギーが無駄な損失になりやく、パルス信
号発生器に超高速性が求められ、高コストになりやすいのに対して、本発明に係るパルス
無線通信装置は、放射する高周波信号成分があらかじめ含まれているベースバンドパルス
信号は必要ないので、設計性がよく、低コスト化に有利である。
【００３０】
　以上の利点により、請求項１に係るパルス無線通信装置は、同機能の装置を従来技術で
構成した場合に比べ、単純構造、高性能、小型集積、低消費電力、低コストを効果的に実
現できる。
【００３１】
　また、請求項２に係る発明によれば、前記放射型発振器の３電極高周波増幅素子におけ
る３電極は、被制御電流流入電極と被制御電流流出電極と制御電極であり、前記被制御電
流流入電極または被制御電流流出電極にモノパルス信号を供給し、このモノパルス信号自
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体の電力を電源電力として短時間の負性抵抗を得るようにし、前記被制御電流流入電極と
モノパルス信号の給電路との間にＩＦ帯負荷手段を挿入し、そのＩＦ帯負荷手段と被制御
電流流入電極との間より前記ＩＦ信号を取り出すか、あるいは、前記被制御電流流出電極
とモノパルス信号の給電路との間にＩＦ帯負荷手段を挿入し、そのＩＦ帯負荷手段と被制
御電流流出電極との間より前記ＩＦ信号を取り出すように構成したので、負性抵抗を発生
させるための直流電源が必要無く、簡易な構成で比較的廉価にパルス無線通信装置を実現
できる。
【００３２】
　また、請求項３に係る発明によれば、前記放射型発振器の３電極高周波増幅素子におけ
る３電極は、被制御電流流入電極と被制御電流流出電極と制御電極であり、前記制御電極
にモノパルス信号を供給することで、短時間の被制御電流が流れるようにして短時間の負
性抵抗を得るようにし、
前記被制御電流流入電極と直流電源の給電路との間にＩＦ帯負荷手段を挿入し、そのＩＦ
帯負荷手段と被制御電流流入電極との間より前記ＩＦ信号を取り出すか、あるいは、前記
被制御電流流出電極と直流電源の給電路との間にＩＦ帯負荷手段を挿入し、そのＩＦ帯負
荷手段と被制御電流流出電極との間より前記ＩＦ信号を取り出すように構成したので、モ
ノパルス信号発生回路として負荷駆動能力の小さい回路でも用いることができ、簡易な構
成で比較的廉価にパルス無線通信装置を実現できる。
【００３３】
　また、請求項４に係る発明によれば、前記放射型発振器にモノパルス信号発生回路を集
積化したので、放射型発振器とモノパルス信号発生回路との間の多重反射の問題を回避し
易く、簡易な構成で比較的廉価にパルス無線通信装置を実現できる。
【００３４】
　また、請求項５に係る発明によれば、発振動作中およびミキシング動作中の前記放射型
発振器の３電極高周波増幅素子が有する直流からＩＦ帯における増幅利得により、ＩＦ信
号を増幅するようにしたので、信号対雑音比の大きなＩＦ信号を得ることができ、高感度
なパルス無線通信装置を実現できる。
【００３５】
　また、請求項６に係る発明によれば、前記送信ＲＦ信号の高周波パルス信号にパルス列
パターンを設定し、前記放射型発振器自身を相関器として用いたので、信号対雑音比の大
きなＩＦ信号を得ることができ、高感度なパルス無線通信装置を実現できる。
【００３６】
　また、請求項７に係る発明によれば、前記受信ＲＦ信号が前記放射型発振器に入射する
ときに、その受信ＲＦ信号の高周波パルス信号の周波数に対し、それとは異なる任意の周
波数で前記放射型発振器を発振動作させるようにしたので、任意の周波数帯のＩＦ信号を
取得することができ、設計性がよくなる。
【００３７】
　また、請求項８に係る発明によれば、前記放射型発振器の放射面から適宜距離を隔てて
配置され、所要周波数の電波を選択的に濾波する周波数選択性濾波手段を備えたので、不
要信号の輻射を防止することができ、また、所望の高調波周波数成分を選択して放射する
ことができるので、より高品質な放射信号を得ることができる。
【００３８】
　また、請求項９に係る発明によれば、前記放射型発振器の放射方向側に、放射する高周
波パルス信号の周波数より低い周波数の不要信号成分の漏洩を防止する接地導体構造を設
けたので、ベースバンド信号やベースバンドパルス信号成分の漏洩や、不要信号の輻射を
防止することができ、より高品質な放射信号を得ることができる。
【発明を実施するための最良の形態】
【００３９】
　次に、添付図面に基づいて、本発明に係るパルス無線通信装置の実施形態につき説明す
る。
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【００４０】
　図１は、第１実施形態に係るパルス無線通信装置の概略構成を示すものである。このパ
ルス無線通信装置は、放射型発振器基板Ｓ１と、これにベースバンド信号を供給する信号
源（図示省略）、直流バイアス給電を行う電源装置（図示省略）、取得したＩＦ信号の解
析および処理を行う処理装置（図示省略）から構成される。
【００４１】
　ここで、放射型発振器基板Ｓ１は、「共振キャビティに負性抵抗を発生するように３電
極高周波増幅素子を集積化させるとともに、電磁波を空間へ放射するアンテナ機能を共用
させる放射型発振器」として機能している。そして、送信データ信号に基づいた時間間隔
やタイミングで、この放射型発振器より空間へ放射した高周波パルス信号が送信ＲＦ信号
となる。一方、外部の無線通信装置より到来した受信ＲＦ信号がこの放射型発振器に入射
するときに、前記放射型発振器を発振動作させておき、前記放射型発振器自身によるミキ
シングによりＩＦ信号を取得することに基づいて、受信データ信号を得ることができる。
なお、ＩＦ信号の処理装置が行う解析および処理は、公知既存の手法を適宜用いればよい
。
【００４２】
　また、３電極高周波増幅素子は、小さな電圧または電流によって大きな電流を制御する
ことで増幅機能を実現する素子であり、単体のトランジスタ素子や、単体のトランジスタ
を複数用いて構成した素子を含むとともに、単体で取り扱えるパーツに限らず、半導体プ
ロセスで半導体ウェハに作りこんだものも含む。この３電極高周波増幅素子における制御
電極は、制御電圧を加えたり、制御電流を流入（または流出）させたりする電極で、ゲー
トやベースに相当する。また、被制御電流流入電極は制御される電流が流入する電極で、
被制御電流流出電極は制御される電流が流出する電極であり、素子構造がＮ型かＰ型か，
あるいはＮＰＮ型かＰＮＰ型かに応じて、一方がドレインやコレクタに、他方がソースや
エミッタに相当する。
【００４３】
　放射型発振器基板Ｓ１は、表面側誘電体基板１０と裏面側誘電体基板１１の間に接地導
体層である内層ＧＮＤ１２を介在させた３層基板を用いて必要な回路を構成したものであ
る。具体的には、表面と内層ＧＮＤ１２とで放射型発振器のＲＦ回路部を構成し、内層Ｇ
ＮＤ１２と裏面とでＲＦチョーク回路およびベースバンド回路を構成する。また、裏面側
誘電体基板１１側にモノパルス発生回路７が集積化されている。なお、図１（ａ）は放射
型発振器基板Ｓ１の平面（表面側誘電体基板１０の表面）を示し、図１（ｂ）は放射型発
振器基板Ｓ１の概略縦断面構造を示し、図１（ｃ）は放射型発振器基板Ｓ１の底面（裏面
側誘電体基板１１の裏面）を示す。
【００４４】
　表面側誘電体基板１０の表面側には、一対の導体パッチ４，４を軸対象に設けて放射面
を形成すると共に、これら一対の導体パッチ４，４の間に配置した３電極高周波増幅素子
たる高周波トランジスタ１の制御電極たるゲート電極２および被制御電流流入電極たるド
レイン電極３を導体パッチ４，４に各々接続し、ゲート電極２にはゲート直流Ｂｉａｓ電
圧供給用のＲＦチョーク回路５ａが接続されている。このＲＦチョーク回路５ａには、直
流ゲート電圧供給端子１５を介して図示を省略した直流電源から給電される。また、ドレ
イン電極３には、導体パッチ４およびＲＦチョーク回路５ｂが接続されている。ＲＦチョ
ーク回路５ｂとモノパルス発生回路７（例えば、高速ロジックＩＣやスイッチにより構成
）との間にはＩＦ帯負荷手段１００が挿入されて直列接続となっており、モノパルス発生
回路７にはベースバンド信号入力端子６が接続されている。ＲＦチョーク回路５ｂとＩＦ
帯負荷手段１００との間には、ＩＦ信号出力端子１０１が接続されている。モノパルス発
生回路７のＧＮＤは、内層ＧＮＤ１２にスルーホール１７で接続されている。高周波トラ
ンジスタ１の被制御電流流出電極たるソース電極８には、発振条件を満たすインピーダン
ス線路９が接続され、内層ＧＮＤ１２にスルーホール接地されている。そして、高周波ト
ランジスタ１と導体パッチ４とＲＦチョーク回路５ａ，５ｂの一部とインピーダンス線路



(9) JP 2010-93547 A 2010.4.22

10

20

30

40

50

９は表面側誘電体基板１０の表面（高周波パルス放射側の面）に構成されており、ＲＦチ
ョーク回路５ａ，５ｂの残りの部分とモノパルス発生回路７は裏面側誘電体基板１１の裏
面に構成されている。ＲＦチョーク回路５ａ，５ｂにはスルーホール部１３が含まれる。
【００４５】
　ここで、導体パッチ４は、共振器、アンテナとして機能すると共に、帰還回路を構成し
ている。この導体パッチ４の面積・形状設定等と前記高周波トランジスタへの給電により
ＲＦ信号を発振放射する放射型発振器を実現する。
【００４６】
　図２は、一対の軸対称な導体パッチ４を示すもので、各導体パッチ４は、高周波トラン
ジスタ１のゲート電極２またはドレイン電極３に接続される等傾斜角の尖鋭部を具備し、
これら先鋭部が互いに近接配置され、この先鋭部を経て幅Ｗが等しくなる平行部の長さを
Ｄ、一対の導体パッチ４の一方端から他方端までの全体の長さ（全長）をＬとする。
【００４７】
　斯く構成した導体パッチ４において、高周波トランジスタ１のゲート電極２またはドレ
イン電極３が接続される尖鋭部の広がり角θを調整することで、高周波トランジスタ１と
共振器との結合強度を調整でき、また、全長Ｌ、幅Ｗ、平行部の長さＤを適宜に選択する
ことで、発振条件の設定に必要な諸条件の選択の自由度が得られる。また、図示を省略し
たが、導体パッチ４と内層ＧＮＤ１２との間隔ｈ（実質的には、表面側誘電体基板１０の
厚さ）は、発振波長λの１／１５～１／５倍の間で設定することにより、安定な発振状態
を確保できる。なお、導体パッチ４の構成は特に限定されるものではなく、表面側誘電体
基板１０および内層ＧＮＤ１２とで、発振ＲＦ信号に適した共振キャビティを構成できれ
ば、如何様な構造でも構わない。共振キャビティの改変例については、後に説明する。
【００４８】
　上記のように構成した放射型発振器基板Ｓ１を動作させるには、直流ゲート電圧供給端
子１５に適当な直流バイアス電圧を印加しておき、ベースバンド信号入力端子６にモノパ
ルス発生回路７を動作させるためのベースバンド信号を入力する。モノパルス発生回路７
からのモノパルス出力信号がＩＦ帯負荷手段１００およびＲＦチョーク回路５ｂを通して
高周波トランジスタ１のドレイン電極３に入力され、モノパルス出力信号自体が電源電力
となり、高周波トランジスタ１による負性抵抗が短時間生じる。その短時間の負性抵抗と
、導体パッチ４と表面側誘電体基板１０の構造とにより決まる周波数、帯域幅にて、短時
間のＲＦ帯発振放射、すなわち高周波パルス信号の発生放射が行われる。
【００４９】
　この短時間のＲＦ帯発振放射を、送信データ信号に基づいた時間間隔やタイミングのベ
ースバンド信号により行い、それに基づいて発生放射された高周波パルス信号を送信ＲＦ
信号とし、通信の相手方である外部の無線通信装置に対して送付する。一方、外部の無線
通信装置より到来した受信ＲＦ信号は、放射型発振器基板Ｓ１に入射される。
【００５０】
　この受信ＲＦ信号が放射型発振器基板Ｓ１に入射するときに、再びモノパルス出力信号
をモノパルス発生回路７からドレイン電極３に入力するか、ＲＦ帯発振放射動作状態にな
るバイアス電圧をドレイン電極３に印加すれば、放射型発振器自身によるミキシングによ
りＩＦ信号が発生する。このＩＦ信号をＩＦ信号出力端子１０１から取り出し、コンピュ
ータ等の処理装置により解析及び処理することで受信データ信号を得ることができる。
【００５１】
　なお、ドレイン電極３にモノパルス信号が入力されている間、発振条件が満たされてい
れば、直流ゲート電圧供給端子１５に印加する直流バイアス電圧は外部電源から供給する
必要はなく、自己バイアスによって印加してもよい。例えば、そのゲートのバイアス電圧
が０［Ｖ］で発振条件を満たすのであれば、直流ゲート電圧供給端子１５を内層ＧＮＤな
どと電気的に接続しての０［Ｖ］をゲートに印加すれば、直流バイアス給電用の電源は不
要である。
【００５２】
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　また、図３に示す第１改変例（放射型発振器基板Ｓ１ａ）のように、被制御電流流出電
極たるソース電極８にモノパルス発生回路７を接続し、被制御電流流入電極たるドレイン
電極３にＩＦ帯負荷手段１００を接続し、そのＩＦ帯負荷手段１００とドレイン電極３と
の間ＩＦ信号出力端子１０１を接続し、ＩＦ信号を取り出すようにしてもよい。この場合
、モノパルス発生回路７から負のモノパルス信号を出力すれば、図１に示した放射型発振
器基板Ｓ１に比べて接地電位がソース電極からドレイン電極に変わっただけであり、単に
基準電位が異なっただけであるから、パルス無線通信装置として同様の動作をする。つま
り、どの電極の電位を基準とするかは任意に設定できる。また、３電極高周波増幅素子た
るトランジスタがＮ型かＰ型か，あるいはＮＰＮ型かＰＮＰ型かにより、モノパルス信号
を供給する電極は適宜選択すればよい。
【００５３】
　また、図４に示す第２改変例（放射型発振器基板Ｓ１ｂ）のように、被制御電流流入電
極たるドレイン３にモノパルス発生回路７を接続し、被制御電流流出電極たるソース電極
８にＩＦ帯負荷手段１００を接続し、そのＩＦ帯負荷手段１００とソース電極８との間に
ＩＦ信号出力端子１０１を接続し、ＩＦ信号を取り出すようにしてもよい。この場合、ト
ランジスタ１の被制御電流の流路にＩＦ帯負荷手段１００が直列に挿入されていることは
、図１に示した放射型発振器基板Ｓ１と変わりないので、ＩＦ信号を取得することができ
、パルス無線通信装置として同様の動作をする。また、３電極高周波増幅素子たるトラン
ジスタがＮ型かＰ型か，あるいはＮＰＮ型かＰＮＰ型かにより、モノパルス信号を供給す
る電極は適宜選択すればよい。
【００５４】
　また、図５に示す第３改変例（放射型発振器基板Ｓ１ｃ）のように、被制御電流流出電
極たるソース電極８とモノパルス発生回路７との間にＩＦ帯負荷手段１００を挿入して直
列接続し、ソース電極８とＩＦ帯負荷手段１００との間にＩＦ信号出力端子１０１を接続
し、ＩＦ信号を取り出すようにしてもよい。この場合、モノパルス発生回路７から負のモ
ノパルス信号を出力すれば、図４に示した第２改変例の放射型発振器基板Ｓ１ｂに比べて
接地電位がソース電極からドレイン電極に変わっただけであり、単に基準電位が異なった
だけであるから、パルス無線通信装置として同様の動作をする。つまり、どの電極の電位
を基準とするかは任意に設定できる。また、３電極高周波増幅素子たるトランジスタがＮ
型かＰ型か，あるいはＮＰＮ型かＰＮＰ型かにより、モノパルス信号を供給する電極は適
宜選択すればよい。
【００５５】
　このように、本実施形態に係るパルス無線通信装置（放射型発振器基板Ｓ１，Ｓ１ａ，
Ｓ１ｂ，Ｓ１ｃの何れかを用いたパルス無線通信装置）は、構造が単純であり、設計が簡
易であり、小型集積化、低コスト化が容易である。
【００５６】
　この単純構造という特徴は、特性のばらつきを抑制し、製造上の高い歩留まりを確保す
る上で有利であり、高信頼性を確保する上でも有利である。特に、精密で微細な薄膜加工
技術を必要とするミリ波帯装置の製造においては、装置が単純構造であることが品質管理
上非常に有利となる。
【００５７】
　また、発振器、送信アンテナ、受信アンテナおよびミキサが渾然一体となった構成であ
ることから動作が非常に高速であり、ＵＷＢ装置として高性能である。また、アンテナへ
の給電用伝送線路は存在しないことから伝送損失が存在せず、ＤＣ／ＲＦ変換効率が高く
低消費電力である。さらに、発振するのは極短時間であり、トランジスタは間欠動作で短
時間の電流を流すので、低消費電力である。
【００５８】
　さらに、放射ＵＷＢスペクトラムの中心にＣＷ信号の漏洩（単一スペクトラム）が現れ
ることが原理的に無いので、法律で決められたＵＷＢ通信スペクトラムマスク内の帯域を
有効利用できるという利点がある。
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【００５９】
　また、ベースバンドパルス信号（ベースバンド信号に応じて発生させるモノパルス信号
やステップ信号）の周波数成分のある部分のみを共振器やフィルタ回路によって選び、通
過させる方法は、通過しない周波数成分のエネルギーが無駄な損失になりやく、パルス信
号発生器に超高速性が求められ、高コストになりやすいのに対して、本発明に係るパルス
無線通信装置は、放射する高周波信号数成分があらかじめ含まれているベースバンドパル
ス信号は必要ないので、設計性がよく、低コスト化に有利である。
【００６０】
　また、モノパルス信号自体の電力を電源電力として短時間の負性抵抗を得る構成である
ため、負性抵抗を発生させるための直流電源が必要無く、簡易な構成で比較的廉価にパル
ス無線通信装置を実現できる。
【００６１】
　このように、本実施形態に係るパルス無線通信装置は、構造の単純な放射型発振器を用
いて構成でき、高性能化、小型集積化、設計性容易化、低消費電力化、低コスト化が可能
である。
【００６２】
　次に、図６に基づいて、第２実施形態に係るパルス無線通信装置を説明する。
【００６３】
　本実施形態のパルス無線通信装置は、放射型発振器基板Ｓ２と、これにベースバンド信
号を供給する信号源（図示省略）、直流バイアス給電を行う電源装置（図示省略）、取得
したＩＦ信号の解析および処理を行う処理装置（図示省略）から構成される。また、本実
施形態のパルス無線通信装置の放射型発振器基板Ｓ２は、表面側誘電体基板１０と裏面側
誘電体基板１１の間に接地導体層である内層ＧＮＤ１２を介在させた３層基板を用いて必
要な回路を構成したもので、表面と内層ＧＮＤ１２とで放射型発振器のＲＦ回路部を構成
し、内層ＧＮＤ１２と裏面とでＲＦチョーク回路およびベースバンド回路を構成する。ま
た、裏面側誘電体基板１１側にモノパルス発生回路７が集積化されている。
【００６４】
　高周波トランジスタ１のゲート電極２には、導体パッチ４およびモノパルス信号供給用
のＲＦチョーク回路５ａが接続されている。高周波トランジスタ１のドレイン電極３には
、導体パッチ４およびドレイン電圧供給用のＲＦチョーク回路５ｂが接続されている。こ
のＲＦチョーク回路５ｂと直流ドレイン供給端子１８との間にはＩＦ帯負荷手段１００が
挿入されて直列接続になっており、ＲＦチョーク回路５ｂとＩＦ帯負荷手段１００との間
にＩＦ信号出力端子１０１が接続されている。直流ドレイン供給端子１８には、図示を省
略した直流電源から給電される。ＲＦチョーク回路５ａとベースバンド信号入力端子６と
の間には、モノパルス発生回路７が直列に接続されている。高周波トランジスタ１のソー
ス電極８には、発振条件を満たすインピーダンス線路９が接続され、接地されている。高
周波トランジスタ１と導体パッチ４とＲＦチョーク回路５ａ，５ｂの一部とインピーダン
ス線路９は表面側誘電体基板１０の表面（高周波パルス放射側の面）に構成されており、
ＲＦチョーク回路５ａ，５ｂの残りの部分とモノパルス発生回路７は裏面側誘電体基板１
１の裏面に構成されている。ＲＦチョーク回路５ａ，５ｂにはスルーホール部１３が含ま
れる。
【００６５】
　上記のように構成した放射型発振器基板Ｓ２を動作させるには、直流ドレイン電圧供給
端子１８に適当な直流電圧を印加し、ベースバンド信号入力端子６にモノパルス発生回路
７を動作させるためのベースバンド信号を入力する。モノパルス発生回路７からのモノパ
ルス出力信号がＲＦチョーク回路５ａを通して高周波トランジスタ１のゲート電極２に入
力され、そのモノパルス信号によりゲートが短時間開き、短時間のドレイン電流が流れ、
高周波トランジスタ１による負性抵抗が短時間生じる。その短時間の負性抵抗と、導体パ
ッチ４と表側誘電体基板１０の構造とにより決まる周波数、帯域幅にて、短時間のＲＦ帯
発振放射、すなわち高周波パルス信号の発生放射が行われる。
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【００６６】
　この短時間のＲＦ帯発振放射を、送信データ信号に基づいた時間間隔やタイミングのベ
ースバンド信号により行い、それに基づいて発生放射された高周波パルス信号を送信ＲＦ
信号とし、通信の相手方である外部の無線通信装置に対して送付する。一方、外部の無線
通信装置より到来した受信ＲＦ信号は、放射型発振器基板Ｓ１に入射される。
【００６７】
　この受信ＲＦ信号が放射型発振器基板Ｓ２に入射するときに、再びモノパルス出力信号
をモノパルス発生回路７からゲート電極２に入力するか、ＲＦ帯発振放射動作状態になる
バイアス電圧をゲート電極２に印加すれば、放射型発振器自身によるミキシングによりＩ
Ｆ信号が発生する。このＩＦ信号をＩＦ信号出力端子１０１から取り出して処理装置へ入
力し、解析及び処理することで受信データ信号を得ることができる。
【００６８】
　なお、本実施形態では、モノパルス信号電圧により高周波トランジスタ１のゲートを開
かせるため、無信号時（あるモノパルスと次のモノパルスとの間の時間）にはゲートが閉
じた状態（ピンチオフ）になるように、適当なバイアス電圧を設定する必要がある。この
バイアス電圧を設定することにより、短時間の負性抵抗によるＲＦ帯発振放射をクエンチ
ングできる。
【００６９】
　また、図７に示す改変例（放射型発振器基板Ｓ２ａ）のように、被制御電流流出電極た
るソース電極８にＩＦ帯負荷手段１００を接続し、そのＩＦ帯負荷手段１００とソース電
極８との間ＩＦ信号出力端子１０１を接続し、ＩＦ信号を取り出すようにしてもよい。こ
の場合、トランジスタ１の被制御電流の流路にＩＦ帯負荷手段が直列に挿入されているこ
とは図６に示した放射型発振器基板Ｓ２と変わりないので、ＩＦ信号を取得することがで
き、パルス無線通信装置として同様の動作をする。また、３電極高周波増幅素子たるトラ
ンジスタがＮ型かＰ型か，あるいはＮＰＮ型かＰＮＰ型かにより、モノパルス信号を供給
する電極は適宜選択すればよい。
【００７０】
　また、図６に示した放射型発振器基板Ｓ２を用いるパルス無線通信装置においては、ソ
ース電極８の電位を接地電位としており、図７に示した放射型発振器基板Ｓ２ａを用いる
パルス無線通信装置においては、ドレイン電極３の電位を接地電位としているが、どの電
極の電位を基準とするかは任意に設定できる。
【００７１】
　このように、本実施形態に係るパルス無線通信装置は、高周波トランジスタ１に対して
ゲートの開閉制御が可能であればよいので、上述した第１実施形態に比べて、低出力電力
、低ドライブ能力のモノパルス発生回路を用いることができ、簡易な構成で比較的廉価に
パルス無線通信装置を実現できる。
【００７２】
　なお、上述した各実施形態に係るパルス無線通信装置において、上記モノパルス信号の
波形には特に制限は無く、矩形波形でもガウシアン波形でも三角波形でもよい。また、そ
の波形の立ち上がり時間に高速性は必要でない。例えば、三角波形を考えた場合、その三
角波形信号に、放射させる高周波信号成分が含まれている必要はない。その三角波形の谷
から山の頂点に向かう立ち上がりを考えた場合、その頂点より少し手前で発振条件を満た
し、その頂点の少し後で発振条件から外れさえすれば、たとえ立ち上がり時間が大きくて
もよい。放射させる高周波信号成分は前記負性抵抗と前記共振キャビティの構造によるか
らである。
【００７３】
　また、上述した各実施形態に係るパルス無線通信装置において、放射型発振器を構成す
るための３電極高周波増幅素子として用いる高周波トランジスタ１は、ＭＯＳ－ＦＥＴを
含むＩＧ－ＦＥＴ（Ｉｎｓｕｌａｔｅｄ　Ｇａｔｅ　ＦＥＴ）、ＨＥＭＴ（Ｈｉｇｈ　Ｅ
ｌｅｃｔｒｏｎ　Ｍｏｂｉｌｉｔｙ　Ｔｒａｎｓｉｓｔｏｒ）、ＭＥＳＦＥＴ（Ｍｅｔａ
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ｌ－Ｓｅｍｉｃｏｎｄｕｃｔｏｒ　ＦＥＴ）などの電界効果トランジスタ（ＦＥＴ：Ｆｉ
ｅｌｄ　Ｅｆｆｅｃｔ　Ｔｒａｎｓｉｓｔｏｒ）、またはＨＢＴ（Ｈｅｔｅｒｏ－ｊｕｎ
ｃｔｉｏｎ　Ｂｉｐｏｌａｒ　Ｔｒａｎｓｉｓｔｏｒ）などのバイポーラトランジスタ（
ＢＪＴ：Ｂｉｐｏｌａｒ　Ｊｕｎｃｔｉｏｎ　Ｔｒａｎｓｉｓｔｏｒ）などで、小さな電
圧または電流によって大きな電流を制御する増幅機能を有していれば、その種類は特に限
定されるものではない。
【００７４】
　さらに、３電極高周波増幅素子の内部構造も特に限定されるものではなく、ダーリント
ン接続型トランジスタやカスケード接続型トランジスタのような、単体トランジスタを複
数組み合わせた構造の素子でもよい。例えば、ダーリントン接続型トランジスタを用いた
場合には、単体のトランジスタでは実現できない高い電流増幅率を得られるという利点が
ある。
【００７５】
　また、上述した各実施形態に係るパルス無線通信装置は、ＨＭＩＣ（混成マイクロ波集
積回路：ｈｙｂｒｉｄ　ｍｉｃｒｏｗａｖｅ　ｉｎｔｅｇｒａｔｅｄ　ｃｉｒｃｕｉｔ）
で実現してもよいし、ＭＭＩＣ（モノリシックマイクロ波集積回路：Ｍｏｎｏｌｉｔｈｉ
ｃ　Ｍｉｃｒｏｗａｖｅ　ｉｎｔｅｇｒａｔｅｄ　ｃｉｒｃｕｉｔ）で実現してもよい。
また、ＬＴＣＣ（Ｌｏｗ　Ｔｅｍｐｅｒａｔｕｒｅ　Ｃｏ－ｆｉｒｅｄ　Ｃｅｒａｍｉｃ
ｓ）などを用いた３次元形態の集積回路で実現してもよい。すなわち、第１～第２実施形
態で示した放射型発振器基板Ｓ１～Ｓ２の如く、独立したパーツである高周波トランジス
タ１を基板上へ搭載する必要はなく、共振キャビティ（導体パッチなど）と共に同一半導
体プロセスで半導体ウェハに３電極高周波増幅素子をモノリシックに作り込むようにして
も構わない。特に、ミリ波帯電波は波長が短いことから共振キャビティのサイズも小さく
なるので、３電極高周波増幅素子をモノリシックな形態（ＭＭＩＣ）で作り込めば、更な
る小型・軽量化を図ることができるし、高精度な半導体プロセス技術により高品位で高い
生産性を実現できるという利点もある。
【００７６】
　また、上述した各実施形態に係るパルス無線通信装置において、ＲＦチョーク回路の機
能は、ＲＦ信号が直流電源側やモノパルス発生回路７側に漏れるのを防ぐ事であるが、た
とえＲＦ信号が漏れたとしても、その漏れによる損失を上回る負性抵抗を高周波トランジ
スタ１により得ることができれば、放射型発振器は動作可能である。よって、ＲＦチョー
ク回路を設けない放射型発振器により本発明を構成しても、パルス無線通信装置を実現で
できる。また、モノパルス発生回路７自体がＲＦ帯にて高インピーダンスの回路であれば
、モノパルス発生回路７と放射型発振器とを直接集積化することができ、ＲＦチョーク回
路は不要である。また、ＲＦチョーク回路を構成するために、３層基板構造の放射型発振
器基板を用いる必要もない。
【００７７】
　また、上述した各実施形態に係るパルス無線通信装置において、モノパルス発生回路７
としては、高速ロジックＩＣやスイッチの他、Ｓｔｅｐ　Ｒｅｃｏｖｅｒｙ　Ｄｉｏｄｅ
（ＳＲＤ）やＮｏｎｌｉｎｅａｒ　Ｔｒａｎｓｍｉｓｓｉｏｎ　Ｌｉｎｅ（ＮＬＴＬ）に
よる回路などで構成できる。ＳＲＤやＮＬＴＬにより構成したモノパルス発生回路は、直
流電源を不要とすることができるので、高周波トランジスタ１を自己バイアス化すること
などによりゲートバイアス電圧の供給も省略すれば、直流電源の存在なしに動作するパル
ス無線通信装置を実現することができる。その場合のパルス無線通信装置は、直流電源も
局部発振器も存在しないにもかかわらず，ベースバンド信号からＲＦ帯の高周波パルス信
号に信号を変換する周波数アップコンバータのごとき動作となり、単純で使い勝手のよい
構成となる。
【００７８】
　また、上述した各実施形態に係るパルス無線通信装置において、発振動作中およびミキ
シング動作中の高周波トランジスタ１が有する直流からＩＦ帯における増幅利得により、
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ＩＦ信号を増幅するようにしてもよい。発振動作中およびミキシング動作中の高周波トラ
ンジスタ１の相互コンダクタンスをｇｍ［Ｓ］とし、ＩＦ帯負荷手段１００のインピーダ
ンスをＺ［Ω］とし、ｇｍ×Ｚが１以上になるようにすれば振幅利得が得られ、信号対雑
音比の大きなＩＦ信号を得ることができ、高感度なパルス無線通信装置を実現できる。
【００７９】
　また、上述した各実施形態に係るパルス無線通信装置において、前記送信ＲＦ信号の高
周波パルス信号にパルス列パターン（テンプレートパルス）を設定し、前期放射型発振器
自身を相関器として用いてもよい。この場合、受信ＲＦ信号の高周波パルス信号が前記放
射型発振器に入射する時刻と、その放射型発振器の送信ＲＦ信号となる高周波パルス信号
が発生する時刻が合う時にのみミキシングが行われるため、相関検波によって信号対雑音
比の大きなＩＦ信号を得ることができ、高感度なパルス無線通信装置を実現できる。
【００８０】
　また、上述した各実施形態に係るパルス無線通信装置において、前記受信ＲＦ信号が前
記放射型発振器に入射するときに、その受信ＲＦ信号の高周波パルス信号の周波数に対し
、それとは異なる任意の周波数で前記放射型発振器を発振動作させてもよい。この場合、
任意の周波数帯のＩＦ信号を取得することができ、設計性がよくなる。なお、放射型発振
器の発振周波数を変化させるには、共振キャビティに可変容量素子などを装荷し、任意の
タイミングでその容量を変化させたり、高周波トランジスタのバイアス電圧を任意のタイ
ミングで変化させ、高周波トランジスタ自身の有する容量を変化させたりすればよい。
【００８１】
　また、上述した各実施形態に係るパルス無線通信装置においては、放射型発振器基板Ｓ
に一対の略扇形導体パッチ４を備えるものとしたが、共振キャビティを構成する導体パッ
チの形状は特に限定されるものではないし、一対の軸対象な導体パッチを必須とするもの
でもない。以下、本発明に適用可能な導体パッチの改変例について説明する。
【００８２】
　図８は矩形状の導体パッチ４ａを軸対象に一対設けた第１改変例で、図９は矩形状の導
体パッチ４ｂを軸対象に一対設けた第２改変例で、図１０は、円形の導体パッチ４ｃを軸
対象に一対設けた第３改変例である。その他、三角形などの多角形や、楕円形、扇形など
の導体パッチでもよい。図８～図１０には、主な偏波面を表すために、電界の向きを矢印
Ｅで示した。ＧＮＤ導体面２５５は、導体パッチ４ａ～４ｃにとって、内層ＧＮＤ１２に
相当する。誘電体基板２５９は、導体パッチ４ａ～４ｃにとって、表面側誘電体基板１０
に相当する。導体パッチ４ａ～４ｃおよびＧＮＤ導体面２５５、誘電体基板２５９は、共
振キャビティを構成し、発振動作のための帰還回路の一部を構成しているが、その帰還が
適切に得られさえすれば、誘電体基板２５９やＧＮＤ導体面２５５は必ずしも設ける必要
はない。例えば、導体パッチを板金加工で作製し、その導体パッチ板を保持する機構があ
れば、誘電体基板２５９の部分は中空でもよい。また、図１１に示す第４改変例のように
、上記帰還を促すためのチップキャパシタなどの帰還用部品２４８を導体パッチ４ｂ上に
搭載してもよい。なお、ＧＮＤ導体面２５５が無い場合の放射は、導体パッチ板の両面方
向になされる。
【００８３】
　図１２に示す第５改変例は、略扇形状の導体パッチ４，４の周囲に、ＧＮＤ導体面２５
６と、そのＧＮＤ導体面２５６とＧＮＤ導体面２５５を接続するスルーホール３５を設け
て、誘電体基板２５９内部を信号が伝達して基板の端から漏れ出て損失となるのを防止し
た例である。ＧＮＤ導体面２５６の寸法・形状を適当に設定すれば、誘電体基板２５９内
部を信号が伝達する代わりに、その損失分の信号エネルギーを本来の放射エネルギーとし
て利用できる。
【００８４】
　図１３に示すのは、矩形状の導体パッチ４ｄ，４ｄと、これら導体パッチ４ｄ，４ｄと
適宜な空隙２４４を保って配置した接地導体面２５６ｄとにより、発振用の共振キャビテ
ィを構成した第６改変例である。
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【００８５】
　図１４に示すのは、高周波トランジスタ１に接続される矩形状の導体パッチ４ｅ１，４
ｅ１の付近に、高周波トランジスタ１とは接続されていない矩形状の導体パッチ４ｅ２，
４ｅ２を設け、導体パッチ４ｅ１と導体パッチ４ｅ２との間および接地導体面２５６ｅと
を空隙２４４ｅで隔てて、発振用の共振キャビティを構成した第７改変例である。
【００８６】
　図１５に示すのは、半楕円状の導体パッチ４ｆ，４ｆと、これら導体パッチ４ｆ，４ｆ
と適宜な空隙２４４ｆを保って配置した接地導体面２５６ｆとにより、発振用の共振キャ
ビティを構成した第８改変例である。この空隙２４４ｆの幅は、場所に応じて変化させ、
発振条件を満たすようにする。
【００８７】
　導体パッチおよび空隙の形状は、上述した図１２～図１５に示した構成例に限定される
ものではなく、発振条件を満たしていれば、如何様な構成であっても、本発明に適用可能
である。また、導体パッチおよび空隙、ＧＮＤ導体面、誘電体基板は、発振動作のための
帰還回路の一部を構成しているが、その帰還が適切に得られさえすれば、誘電体基板２５
９やＧＮＤ導体面２５５は必ずしも設ける必要はない。なお、ＧＮＤ導体面２５５が無い
場合の放射は、導体パッチ面の両側方向になされる。
【００８８】
　図１６に示すのは、スロット２４５と接地導体面２５６とにより発振用の共振キャビテ
ィを構成した第９改変例である。このスロット２４５は、図８にて例示した矩形状の導体
パッチ４ａに対して、補対の関係にあり、発振条件を満たす。無論、発振条件を満たして
いれば、スロット２４５の形状は特に限定されるものではない。本構成例では、高周波ト
ランジスタ１のゲートとドレインに異なる直流バイアス電圧を印加するために、ゲートと
ドレインを直流的に分離し、高周波的に導通させる容量結合部２４６を設けてある。この
容量結合部２４６は、間隙による容量やＭＩＭ（Ｍｅｔａｌ－Ｉｎｓｕｌａｔｏｒ－Ｍｅ
ｔａｌ）容量、キャパシタ部品などを用いて実現でき、誘電体基板２５９やＧＮＤ導体面
２５５は必ずしも設ける必要はない。なお、ＧＮＤ導体面２５５が無い場合の放射は、導
体パッチ面の両側方向になされる。
【００８９】
　上述した導体パッチの改変例は、何れも一対の導体パッチを高周波トランジスタ１に対
して対象に設けた例を示したが、非対称形状の導体パッチを用いてもよい。
【００９０】
　図１７に示すのは、矩形状の第１導体パッチ４ｇ１と矩形状の第２導体パッチ４ｇ２を
非対称に構成した第１０改変例である。このように第１導体パッチ４ｇ１と第２導体パッ
チ４ｇ２を非対称形状としても、共振周波数は導体パッチ部全体の寸法（図１７（ａ）中
、Ｌで示す）で基本的に決まることから、発振条件さえ満たしていれば、アンテナと発振
回路が渾然一体となったタイプの放射型発振器として動作させることが可能である。
【００９１】
　図１８に示すのは、略半円形の導体パッチ４ｈ，４ｈと、これら導体パッチ４ｈ，４ｈ
と適宜な空隙２４４ｈを保って配置した接地導体面２５６ｈとにより、リングスロット型
アンテナを放射面側に形成し、発振用の共振キャビティを構成した第１１改変例である。
【００９２】
　図１９に示すのは、矩形状の導体パッチ４ｉ，４ｉの周辺に、高周波トランジスタ１と
接続されていない導体パッチ２４７を適宜に配置して、放射指向性を制御可能とした第１
２改変例である。導体パッチ４ｉ，４ｉと導体パッチ２４７との位置関係や、寸法関係を
適宜設定することにより、例えば八木アンテナのような動作をさせることができる。
【００９３】
　次に、図２０に基づいて、第３実施形態に係るパルス無線通信装置を説明する。本実施
形態のパルス無線通信装置は、放射型発振器基板Ｓ３（上述した放射型発振器基板Ｓ１，
Ｓ１ａ，Ｓ１ｂ，Ｓ１ｃ，Ｓ２，Ｓ２ａと同じ高周波パルス発振・放射構造で、その動作
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も同じ）に、周波数選択性濾波手段としての周波数選択性平面（ＦＳＳ：Ｆｒｅｑｕｅｎ
ｃｙ　Ｓｅｌｅｃｔｉｖｅ　Ｓｕｒｆａｃｅ）を備えたものである。また、放射する高周
波パルス信号の周波数より低い周波数の不要信号成分（例えば、ベースバンド信号成分，
モノパルス信号成分）の漏洩防止のための接地導体構造を備えたものである。
【００９４】
　放射型発振器基板Ｓ３の放射方向側には、ローパスフィルタパターン３０を内面（放射
型発振器基板Ｓ３の放射面に対向する面）側にパターニングしたＦＳＳ基板３１が配置さ
れ、接地導体構造たる金属導体構造物３２ａにより放射面から適宜距離を隔てて支持され
ている。放射型発振器基板Ｓ３は、図１２に示す第５改変例のように導体パッチ４の周囲
を囲むように接地導体ベタパターン３３を設け、この接地導体ベタパターン３３はスルー
ホール３４で内層ＧＮＤと接続されている。なお、スルーホール３４は、波長より十分短
い間隔で導体パッチの周囲に多数配置されている。
【００９５】
　上記金属導体構造物３２ａは、接地導体ベタパターン３３を介して内層ＧＮＤと電気的
に接触しており、直流ないしは比較的低い周波数にとって、金属導体構造物３２ａは本装
置のフレームグランド（本装置全体の基本接地導体）として機能する。また、金属導体構
造物３２ａは、放射型発振器基板Ｓ３の放射面側からＦＳＳ基板３１に向って拡径するホ
ーン形状の放射空部を形成し、高周波パルス信号の放射指向性が鋭くなるようにした。す
なわち、金属導体構造物３２ａは、放射指向性の先鋭化機能とフレームグランドとしての
機能を兼務するのである。
【００９６】
　このように、ＦＳＳ基板３１と金属導体構造物３２ａを備えた本実施形態の高周波パル
ス無線通信装置においては、発生した高周波パルス信号の不要な高調波周波数成分をロー
パスフィルタパターン３０にて形成したＦＳＳ基板３１にて減衰させることができる。さ
らに、導体パッチ４から漏洩しようとするベースバンド信号およびモノパルス信号成分（
直流から比較的低い周波数成分）の電磁界が、導体パッチ４とフレームグランドとの間に
閉じ込められて放射には至らない。なお、ベースバンド信号およびモノパルス信号の周波
数成分が、高周波パルス信号の周波数成分に対して十分低い場合は、金属導体構造物３２
ａを取り除いて、接地導体ベタパターン３３と内層ＧＮＤのみでフレームグランドを構成
しても、漏洩防止の機能を有する。
【００９７】
　また、本実施形態の高周波パルス無線通信装置は、ＦＳＳ基板３１と金属導体構造物３
２ａと放射型発振器基板Ｓ３とにより、高周波トランジスタ１と導体パッチ４、４の部分
を囲い込んだ形態であり、ＲＦ回路部を外気と隔てることができる。よって、ＦＳＳ基板
３１と金属導体構造物３２ａと放射型発振器基板Ｓ３とを本装置の気密ハウジングの一部
とし、外部環境による性能劣化を防止できる。
【００９８】
　また、金属導体構造物３２ａのように、放射空部を放射方向に向って拡径するホーン形
状とせずに、図２１に示す金属導体構造物３２ｂのように直線管状（第４実施形態）とし
たり、図２２に示す金属導体構造物３２ｃのように放射方向に向かって縮径する形状（第
５実施形態）として、その口径の寸法をベースバンド信号およびモノパルス信号の周波数
成分がカットオフとなるように設定すれば、ベースバンド信号およびモノパルス信号の不
要な漏洩を防止することができる。カットオフとなるように設定するとは、導波管でいう
ところのカットオフ周波数（低域遮断周波数）未満になるよう口径寸法にするということ
で、カットオフ周波数とは電磁波が管内を管軸方向に進行できなくなる境目の周波数のこ
とである。このようなローカットフィルタは、簡易な構造でありながら、周波数選択性濾
波手段の機能と、接地導体構造による不要信号漏洩防止手段の機能とを備えている。
【００９９】
　また、ＦＳＳ基板３１に設ける回路パターンを適宜設定し、発生した高周波パルス信号
の基本波周波数成分を減衰させて、任意の高調波周波数成分を選択的に透過させて放射さ
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せることもできる。このように高調波周波数成分を不要信号とせずに積極的に利用するこ
とで、ｆｍａｘ（最大発振周波数）の小さい低コスト・低性能のトランジスタを用いても
、比較的高い周波数のパルス信号放射が可能な装置を実現できる。なお、高調波周波数成
分を用いる高周波パルス無線通信装置においては、基本波周波数成分を用いる場合に比べ
て放射電力が微弱になるものの、近距離通信や近距離センサの信号源として利用できる。
【０１００】
　なお、本実施形態においては周波数選択性濾波手段としてのＦＳＳを、ＦＳＳ基板３１
にＦＳＳパターン面をパターニングして実現したが、ＦＳＳパターン面を保持することが
できれば、特に基板を必要とするものではない。
【０１０１】
　また、ＦＳＳ以外の周波数選択性濾波手段を採用した第６実施形態のパルス無線通信装
置は、図２３のように導波管濾波器４０を配置したものである。
【０１０２】
　導波管濾波器４０は、放射型発振器の放射波を導波管の伝送波に変換する変換部４１と
、アイリス板などの導波管回路で構成した濾波器４２と、該濾波器４２により所望のＲＦ
帯域を選別して通過または減衰させ、通過した信号を放射させるホーンアンテナ４３を備
える。なお、変換部４１は、例えばテーパー状構造により所望の大きさの導波管口まで徐
々に管の太さを変化させたものであり、仮に放射型発振器基板Ｓ３の導体パッチ４が所望
の大きさの導波管口より小さいサイズであればテーパー状構造の必要はなく、放射型発振
器基板Ｓ３からの放射波を導波管の伝送波に効率よく変換できる構造であればよい。
【０１０３】
　以上、本発明に係るパルス無線通信装置を幾つかの実施形態に基づき説明したが、本発
明は、これらの実施形態のみに限定されるものではなく、特許請求の範囲に記載の構成を
変更しない限りにおいて実現可能な全てのパルス無線通信装置を権利範囲として包摂する
ものである。
【０１０４】
　上述した特徴的効果を奏する本発明のパルス無線通信装置は各種ＵＷＢ無線システムに
使用することで、上記利点を生かすことができる。特に、部品コストが高く、伝送損失の
増加やデバイス性能により低電力効率になるミリ波帯のシステムにおいて大きな優位性が
見込まれる。
【０１０５】
上記ＵＷＢ無線システムの例としては、家庭やオフィス環境でのＰＣや周辺機器、ＡＶ機
器、携帯端末機器などにおいて、それぞれの機器間のデータ通信を行うシステムが考えら
れる。また、コンピュータなどの機器筐体の内部にある複数の電子回路基板などにおいて
、基板間のデータ通信を行うシステムが考えられる。このようなシステムに、本発明に係
るパルス無線通信装置を搭載すれば、従来のＵＷＢ無線通信装置を搭載したシステムに比
べ、低コストにてケーブルレス化を行うことができる。これらのシステム構成の単純なも
のとしては、本発明に係るパルス無線通信装置を２つ用意して対向させ、それぞれのパル
ス無線通信装置が送受信動作する構成が考えられるが、本発明に係るパルス無線通信装置
の通信の相手方となる無線通信装置の形態や台数は特に限定されるものではないし、本発
明に係るパルス無線通信装置に送信動作のみ、あるいは受信動作のみを行わせるようにし
てもよい。
【０１０６】
また、上記ＵＷＢ無線システムの例として、無線データ通信と無線センサを組み合わせた
無線センサネットワークなどのシステムが考えられる。このようなシステムのセンサ端末
機器に、本発明に係るパルス無線通信装置を適用すれば、パルス無線通信装置自体をセン
サとしても機能させることで、センシング結果のデータを他の機器へ無線伝送することや
、センサ間データ通信などを、同一のパルス無線通信装置にて実現することができる。一
般には、無線データ送受信部とセンサ部とは別に構成されるが、本発明に係るパルス無線
通信装置を適用することで単純構成および低コストのシステムとなる。特に、多数のセン
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サ端末機器を使用するシステムにおいて、単純構成および低コストという利点を生かすこ
とができる。
【０１０７】
　なお、本発明のパルス無線通信装置自体をセンサとして機能させるには、本発明のパル
ス無線通信装置から空間へ放射した高周波パルス信号を送信ＲＦ信号とし、送信ＲＦ信号
の被測定物による反射波を受信ＲＦ信号とし、受信ＲＦ信号が前記放射型発振器に入射す
るときに、前記放射型発振器を発振動作させておき、前記放射型発振器自身によるホモダ
インミキシングによりＩＦ信号を取得し、解析及び処理することに基づいて、被測定物の
検知を行うようにすればよい。
【図面の簡単な説明】
【０１０８】
【図１】本発明の第１実施形態に係るパルス無線通信装置における放射型発振器基板の模
式図である。
【図２】放射型発振器における導体パッチおよびマイクロ波トランジスタの構成説明図で
ある。
【図３】第１実施形態に係るパルス無線通信装置における放射型発振器基板の第１改変例
を示す模式図である。
【図４】第１実施形態に係るパルス無線通信装置における放射型発振器基板の第２改変例
を示す模式図である。
【図５】第１実施形態に係るパルス無線通信装置における放射型発振器基板の第３改変例
を示す模式図である。
【図６】本発明の第２実施形態に係るパルス無線通信装置における放射型発振器基板の模
式図である。
【図７】第２実施形態に係るパルス無線通信装置における放射型発振器基板の第１改変例
を示す模式図である。
【図８】本発明に適用可能な共振キャビティの第１構成例の模式図である。
【図９】本発明に適用可能な共振キャビティの第２構成例の模式図である。
【図１０】本発明に適用可能な共振キャビティの第３構成例の模式図である。
【図１１】本発明に適用可能な共振キャビティの第４構成例の模式図である。
【図１２】本発明に適用可能な共振キャビティの第５構成例の模式図である。
【図１３】本発明に適用可能な共振キャビティの第６構成例の模式図である。
【図１４】本発明に適用可能な共振キャビティの第７構成例の模式図である。
【図１５】本発明に適用可能な共振キャビティの第８構成例の模式図である。
【図１６】本発明に適用可能な共振キャビティの第９構成例の模式図である。
【図１７】本発明に適用可能な共振キャビティの第１０構成例の模式図である。
【図１８】本発明に適用可能な共振キャビティの第１１構成例の模式図である。
【図１９】本発明に適用可能な共振キャビティの第１２構成例の模式図である。
【図２０】本発明の第３実施形態に係るパルス無線通信装置の概略構成図である。
【図２１】本発明の第４実施形態に係るパルス無線通信装置の概略構成図である。
【図２２】本発明の第５実施形態に係るパルス無線通信装置の概略構成図である。
【図２３】本発明の第６実施形態に係るパルス無線通信装置の概略構成図である。
【符号の説明】
【０１０９】
　　Ｓ１，Ｓ１ａ，Ｓ１ｂ，Ｓ１ｃ，Ｓ２，Ｓ２ａ，Ｓ３　平面放射型発振器基板
　　１　　高周波トランジスタ
　　２　　ゲート電極
　　３　　ドレイン電極
　　４　　導体パッチ
　　５ａ，５ｂ　ＲＦチョーク回路
　　７　　モノパルス発生回路
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　　８　　ソース電極
　　９　　インピーダンス線路
　１０　　表面側誘電体基板
　１１　　裏面側誘電体基板
　１２　　内層ＧＮＤ
１００　　ＩＦ帯負荷手段
１０１　　ＩＦ信号出力端子

【図１】 【図２】
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